









































































































































































一国民審査 74．04762572．21766372370．2272．53 66．74 67．61 70．11 65．6772516 39 70．35 70．58 64．18 57．56604958．1265．496688











回　　　次 1／24 2／25 3／27 4／285／29 6／30 7／31

































第1回国民審査 31，175，895 31，052，735 123，160





























































































































































































第15回国民審査 八幡浜市 西宇和郡 愛媛県 全　国
全般的罷免要求率（％） 24．08 12．27 9．76 11．76
第15回国民審査 甘木市朝倉郡福岡県　全国

























国民審査回次 1 2 3 4 5 6 7
全般的罷免要求率（％） 4．41 9．1 12．49 933 8．71 7．5 8．94
対象裁判官数 14 5 1 5 8 9 7
国民審査回次 8 9 10 11 12 13 14
全般的罷免要求率（％） 9．83 12．95 10．89 10．08 14．38 10．25 10．38
対象裁判官数 4 7 10 8 4 6 10
国民審査回次 15 16 17 18 19 20 21
全般的罷免要求率（％） 11．76 8．27 8．87 9．396．91 7．82 6．69











































































回　次 1 2 5 14 15 18 21
長官名 三淵忠彦 田中耕太郎 横田喜三郎 矢口洪一 草場良八 山口繁 竹暗博允
長官罷免要
＠ｦ（a）
5．55 8．12 8．23 10．81 lL10 9．60 6．25
全般的罷免
v求率㈲
4．41 9．10 8．71 10．38 11．76 9．39 6．69
（a－b） 1．14 一〇．98 一〇．48 α43 一〇．66 0．21 一〇．44
告示順／対
ﾛ裁判官数 9／14

















































































































































































2 な　　し 「全員に×印を！」 1952．9．12－1面
@　（19）






5 な　　し 「憲法をまもらぬ裁判官に不信任の×印を」 1960．11．19－1面
@　（1）（3）


















































































































































































































































































































9 10 n ！2 監3 14 15 16 17 18 正9 20 21
一全　国 1295 109lOO8 M．36 10．25 10．38 n．76 8．25 8．87 939 6．9 7．82 6．69
一沖縄県 343520．41 21．88 349719．7 26 1799 16．88 34．06 19．21 13．02 i4．62 10．81




回　　　次 9 10 ll 12 13 14 15
ポイント差 21．40 9．51 11．80 20．61 9．45 15．62 6．23
?
次　　16 17 18 19 20 21

































9／33 10／34 11／35互2／36 13／37 14／3815／39 16／4017／41 18／42 19／4320／44 21／45
鼎聯国民審査一全　国 677870．11 656772516639 703570．58 6418575660．49 581265．49 6688
■一　　　　一沖縄県 477843．32 35．5648．69 50．75638659．19 428 4L62359938」9 43275α38
●o総選挙一全　国 717673．45 68．01 745767947L4733167．26 59656249 598667．51 69．28











回次（総選挙／国民審査） 33／9 34／1035／1136／12 37／1338／1439／15



































































































































































































































































































































執筆字数 第19回 第20回 第21回 合　計 構成比（％）
～　999 0 1 0 1 4．17
1，000～1，099 0 1 2 3 1250
1，100～1，199 1 1 3 5 20．86
1，200～1，299 5 1 2 8 33．33
1，300～1β99 3 2 1 6 25．00
1，400～ 0 0 1 1 4．17
合　　計 9 6 9 24 100．00





























































































































































































































































































































































































































































































































































































51 1 0 0 1
53 2 1 0 1
54 1 1 0 0
55 2 1 0 1
56 1 0 1 0
57 1 0 0 1
58 2 0 1 1
59 2 0 1 1
60 7 1 0 6
61 11 4 0 7
62 29 14 7 8
63 27 18 5 4
64 28 17 7 4
65 27 3 16 8
66 16 0 12 4
67 3 0 2 1
全体合計 160 60 52 48
　　　　　　　筆者作成。
（69）2010年9月10－11日にワシントン大学（セントルイス）で開催された国際
　　研究会「日本の最高裁における意思決定過程」に提出された，泉徳治元最高裁
　　判事のペーパー「最高裁裁判官の国民審査」6頁。
（70）平野農相の専横な振る舞いに業を煮やしたGHQ／SCAP民政局（GS）のケー
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　　ディス大佐が首相官邸を訪れ，片山首相に平野の罷免・公職追放を命じた
　　（1947年10月25日）。11月4日，片山は平野を農相から罷免したが，公職追
　　放するには公職資格審査委員会でその適否を決定しなければならない手続きで
　　あった。ところが，中央公職資格審査委員会は12月26日，6対2で平野の追
　　放非該当の決定を行う。
　　　これに収まらないケーディスは委員長に審査のやり直しを指示する。委員の
　　切り崩し工作の結果，1948年1月13日の採決では4対4の同数になり，委員
　　長の1票で平野追放を議決する。2月10日，庄野は内々の会合で，この切り
　　崩しには西尾末広官房長官による買収工作があったと「失言」する。これが西
　　尾の耳に入ることになり，国会の裁判官訴追委員会が調査に乗り出す。そして，
　　弾劾裁判所への訴追の可能性が高まった。思わぬ事態の展開に苦り切った庄野
　　は，辞職を申し出，依願免官となった。片山内閣記録刊行会編〔1980〕「片山
　　内閣』非売品，302－320頁，および前掲，野村〔1986〕31－32頁。
（71）　内藤頼博〔1998〕「終戦後の司法制度改革の経過（4）』信山社，第五分冊
　　56－58頁。それによれば，第1回委員会（1947年7月21日）において諮問委
　　員会委員から，委員を最高裁裁判官候補者に選んでよいかどうか，候補者に占
　　める法曹出身者の比率はいかにあるべきかが意見として提出された。翌日の第
　　2回委員会では各委員から139人の候補者氏名が出された。そして，第3回委
　　員会（7月28日）に候補者30人を決定して，内閣に答申している。
（72）　司法制度改革推進本部顧問会議（第5回）議事録（http：／／www．kantei．go．
　　jp／jp／singi／sihou／komon／dai5／5gijiroku．html）。2010年10月23日閲覧。
（73）　裁判官一人あたり1，000字の字数制限の撤廃は審査公報改革の重要な目標と
　　して，かねてより指摘されてきた。たとえば，『朝日新聞』1969年12月26日
　　付「社説」は次のように述べている。「一裁判官あたり一千字ぐらいの分量で
　　あり，各裁判官の世界観や裁判上の見解を十分に知るには，およそほど遠い内
　　容のものであるといってよい」。大阪弁護士会編集・発行〔1971〕『司法制度改
　　革の国民的構想』でも，「字数制限を大巾に緩和すべきである」と主張する
　　（52頁）。憲法学者の小林孝輔も「掲載事項の字数制限（一〇〇〇字）は撤廃
　　されるべき」と記している。同〔1977〕「最高裁判所裁判官の国民審査」『法律
　　時報』第49巻第7号，163頁。
（74）　http：／／www．kantei．go．jp／jp／sihouseido／report／ikensyo／iken・3．html（2010
　　年10月25日閲覧）。
（75）2010年10月25日最高裁広報課からの電話回答。
（76）　第1回審査公報については，第1回国民審査は無効であると訴えた原告が訴
　　状で言及している。原告は，当該審査公報において2名の裁判官以外は裁判上
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　　の意見を表明しておらず，公報に必須の掲載事項を欠いており，これは国民審
　　査法第53条および同法施行令第26条，第33条に違反すると主張した。丸山
　　健〔1966〕「最高裁判所裁判官の国民審査」『ジュリスト』1966年ll月増刊号，
　　152頁。
（77）　「審査公報をわかりやすくすることは，ぜひとも必要であろう。この際大切
　　なのは関与した判例全部をあげることではない（いわんや，いままでのように
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　N　　全員一致の判決など掲げるのは全くナンセンスである）。どのような事件に，
　　　　　　　　　N　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　N　　どういう理由で，どんな判断をしたかを，裁判官ごとに活字や電波を通してわ
　　かりやすく示す（おそらく年月日も法廷の別もいらない）ことである。」前掲，
　　小林〔1977〕163頁。
（78）　入江俊郎〔1974〕『天と地との間』非売品，333頁。
（79）「〔第9回国民審査1972年12月10日〕多少の変化がみられるのは，（府県レ
　　ベルでは），投票用紙上第三番目の岡原裁判官と第四番目の藤林裁判官の，罷
　　免票取得上の順位がごくわずかの府県（東京，千葉，神奈川，石川，鳥取）で
　　入れかわっている点である。（中略）〔審査公報における〕両裁判官の記載に差
　　があるとすれば，その「信条」に関する記載であろう。（中略）藤林裁判官の
　　記載は，その宗教的信条を吐露する（中略）内容のものであった。（中略）こ
　　の記載が投票者の行動に直接の影響を与えたことを示す直接の証拠はないが
　　（中略）審査公報は一般に読まれていないと信じられているようであるが，あ
　　る種の有権者（中略）等に，読まれかつ影響をもっているのではないかという
　　推測もなされえて」前掲，石村〔1973〕61－62頁。
（80）　石田の長官就任を佐藤内閣に強く進言したのは，初代法務大臣を務め元自民
　　党参院議員だった木村篤太郎だったという。木村と石田は剣道仲間だった。長
　　官になるにあって石田に内閣から託されたミッションは，司法部の「左翼偏向」
　　の是正であった（ロー〔2010〕「保守的最高裁の解剖」（拙訳）『政経論叢』第
　　79巻第1・2号，260頁）。佐藤は1969年1月8日の日記にこう書いている。
　　　　　　ママ　　「横田最高才長官を官邸によんで後任の推薦を頼む。田中［二郎］君は推さぬ。
　　明日午後石田［和外］君を官邸によんで交渉をする積り。度々新聞に出た名前で
　　検察庁も賛成，剣道の達人らしい」（佐藤栄作〔1998〕『佐藤栄作日記　第三巻』
　　朝日新聞社，377頁）。リベラル派で次期最高裁長官とも目された田中二郎を
　　佐藤は明確に拒否している。
　　　なお，石田は小学校4，5年ころから剣道をはじめ一高撃剣部および東大剣
　　道部に所属した。最高裁判事になる前年の1962年には小野派一刀流の免許皆
　　伝を授けられる。長官退官翌年の1974年には，全日本剣道連盟会長，世界剣
　　道連盟会長に就任した。一方で，1976年には英霊にこたえる会の初代会長，
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　　1978年には元号法制化実現国民会議議長と保守的要職を歴任している。
（81）石田は長官在任中の1972年1月に『日本経済新聞』の「私の履歴書」欄を
　　担当した。その最終回でわざわざこの審査公報に寄せた一文を引用している。
　　そして，「舌足らずのきらいはあるが，この信条は今も同じことである」と付
　　言したのである。さらに，皇居での長官任命式については，「当日朝，斎戒沐
　　浴して皇居に参内し，恭しく任命を受けたときのあの感激は今もいきいきと私
　　の胸に輝いている」と当時の心境を回顧している。石田和外追想集刊行会
　　〔1981〕『石田和外追想集』非売品，74－75頁。
（82）　すでに岸信介首相は「国民審査は憲法を改正して廃止したい」と述べていた。
　　『朝日新聞』1958年5月18日夕刊。ちなみに，読売新聞社憲法改正2004年試
　　案（「読売新聞』2004年5月3日）では国民審査は廃止されている。代わって，
　　最高裁裁判官に5年の任期制が導入されている。「最高裁判所の裁判官は，任
　　期を五年とし，再任されることができる。」（同試案第98条第2項）同試案で
　　は，最高裁とは別に9人からなる憲法裁判所が創設され，違憲審査はもっぱら
　　憲法裁の権限とされた。一方，最高裁は迅速な裁判を実現するため員数は長官
　　を含めて30人とし，全員をキャリア裁判官で充てることが想定されている。
　　従って，国民審査は廃止される。30人の最高裁裁判官が5人ずつ分属する6
　　つの小法廷は，半分ずつを民事・刑事に専門化させるという。読売新聞社編
　　〔2004〕『憲法改正　読売試案2004年』中央公論新社，235－236頁。
（83）国民審査制度の範となったアメリガ・ミズーリ州の州民審査では過半数の支
　　持を得られずに罷免された裁判官が一人いる。田中英夫〔1973〕『英米の司法』
　　東大出版会，404頁。そして，2010年の中間選挙と同時に実施され，た州民審査
　　では，アイオワ州で審査対象となった3人全員の再任が否決された。前年の
　　2009年4月に，同州最高裁判事7人が全会一致で同性婚を認める判決を言い
　　渡したことが事の発端である。保守系団体が大量の資金をつぎこんでテレビ
　　CMなどで裁判官の不信任キャンペーンを繰り広げたことが功を奏した。一方
　　で，同性婚のような国民的な争点となっている問題を裁く際における，裁判官
　　の萎縮が懸念される。『朝日新聞』2010年12月10日。
（84）　これは1947年8月4日に，三淵が最高裁長官に就任するにあたって，共同
　　記者会見で述べたことばである。三淵忠彦〔1950〕『世間と人間』朝日新聞社，
　　244－245頁。
（85）　たとえば朝日新聞は，第3回，第5回，第20回をのぞくすべての回次で，
　　投票日前に国民審査についての社説を掲載している。読売新聞のそれにあたる
　　社説は，全部で13回掲載されている。対象とされた国民審査回次は，第2回
　　～第5回，第8回～第10回，第12回～第16回，そして第21回である。
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（86）　ダニエル・フット，溜箭将之訳〔2007〕『名もない顔もない司法』NTT出
　　版，105頁。
（87）　注（4）をみよ。あるいは，小島武司は国民審査について「最高裁裁判官にとっ
　　ては，自分の裁判がどう評価されているかを内省し，自らの判決の国民一般に
　　対するインパクトを問い直す契機となり，セルフコントロールの一つの資料と
　　しては，総統の価値があるのではないか」と述べている。小島武司ほか〔1993〕
　　「〔座談会〕国民と最高裁判所」『法学教室』第154号，11－12頁。
（88）　前掲，長嶺〔2007〕191頁。
（89）『朝日新聞』1976年3月20日。提出者は稲葉誠一（社会），諫山博（共産），
　　および沖本泰幸（公明）の3人。ただし，この議員立法は同年5月21日に衆
　　院法務委員会で1時間ほど質疑しただけで継続審査（事実上の廃案）となった。
　　『朝日新聞』1976年5月27日，および国会会議録検索システム（http：／／kokkai．
　　ndLgo．jp／），2010年11月25日閲覧。
（90）　最高裁判所裁判官国民審査法第32条（罷免を可とされた裁判官）
　　　罷免を可とする投票の数が罷免を可としない投票の数より多い裁判官は，罷
　　免を可とされたものとする。但し，投票の総数が，公職選挙法第二十二条第一
　　項又は第二項の規定による選挙人名簿の登録が行なわれた日のうち審査の日の
　　直前の日現在において第八条の選挙人名簿に登録されている者の総数の百分の
　　一に達しないときは，この限りでない。
（91）　3党共同提案の「最高裁判所裁判官国民審査法の一部を改正する法律案」の
　　該当箇所の規定は次のようになっている。
　　　　　第32条（罷免を可とされた裁判官）
　　　　　罷免を可とする投票の数が罷免を可としない投票の数より多い裁判官は，
　　　　罷免を可とされたものとする。ただし，当該裁判官についての有効な投票
　　　　の総数が，公職選挙法第二十二条第一項又は第二項の規定による選挙人名
　　　　簿の登録が行われた日のうち審査の日の直前の日現在において第八条の選
　　　　挙人名簿に登録されている者の総数の百分の十に達しないときは，この限
　　　　りでない。
（92）　たとえば，朝日新聞に全面広告（15段）を掲載するとなれば，1回で4，000
　　万から4，500万円の費用がかかる（2010年11月25日，朝日新聞社の関連企業
　　である朝日広告社からの電話回答）。意見広告「「一人一票」の実現のたあに最
　　高裁裁判官に対する国民審査権を行使しよう！」は全国紙を中心に15回掲載
　　された。それをこの単価で計算すると，およそ6億から6億7，500万円の経費
　　を要したことになる。「一人一票実現国民会議」の事務局は，司法試験の受験
　　指導などを手がける伊藤塾の180人の社員が担っている。塾長の伊藤真は「お
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　　金をテコに広告を出して変えていくのは，おかしい」との批判に対して，「私
　　はそれで変えられるならいいと思っています。人々の善意だけに寄りかかって
　　いては変えられません」と反論する。『朝日新聞』2010年11月13日。
（93）2009年2月5日の衆院予算委員会で鈴木宗男衆院議員は，「投票所で国民審
　　査をするわけですから，経歴放送ぐらいは出すべきだと思いますけれども，い
　　かがでしょうか」とただした。鳩山邦夫総務大臣は「裁判官として適している
　　かどうか適否の審査ということで，どんな経歴放送のやり方があるかとか考え
　　てみますと，今のところはまだ念頭にないんですね」と応じている。けんもほ
　　ろろであるが，国会の場で問題提起された意義は小さくない。
（94）　前掲，泉〔2010〕5－6頁。
（95）参院では佐々木静子参院議員らを提出者とするもので，1975年3月13日に
　　参院法務委員会で趣旨説明が行われている。衆院では横山利秋衆院議員らを提
　　出者として，1979年4月27日に衆院法務委員会で趣旨説明がなされた。
（96）『赤旗』1979年9月22日。
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